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<2002年度>

人口 10億3,700万人   財政会計年度 ４月～３月

(日本の約９倍）   為替制度 完全変動相場制

一人当たりＧＤＰ  415米ドル 　通貨   インド・ルピー

産業構造(GDP構成比) １次産業 24.9％ １米ドル＝48.61ルピー
　　　　(2001年度） ２次産業 25.9％ 　　　　　面積 329万k㎡(日本の約９倍）

３次産業 49.2％

 経済成長率
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＜インド経済のこれまで＞

＜2002年度の経済＞ 

2002年度の経済成長率は、4.4％（実績見込み）となった。2002年度の動向をみると、製造業、

サービス業の生産が好調であったものの、天候不順（干ばつ）の影響から農業生産が不振とな

り、成長率は2001年度に比べ低下した。 

製造業生産の内訳をみると、財別では資本財と非耐久消費財を中心に増加した。業種別にみ

ると、輸送機器、鉄鋼、セメント、繊維などが堅調な伸びを示した。 

サービス業の内訳をみると、貿易、ホテル、運輸通信、金融、不動産業などが増加した。 



90年代 2001年度 2002年度              2003年

（9１～00年度) 政府 ADB IMF 民間機関

実質ＧＤＰ 前年度比％ 4.1 5.6 4.4 ― 6.0 5.1 実質GDP

  農業 同上 3.1 5.7 ▲ 3.1 ― ― ― 平均

  製造業 同上 6.2 3.3 6.1 ― ― ― 5.6

鉱工業生産 同上 7.2 2.7 ― ― ― 最大

消費者物価 同上 8.2 4.5 ― 5.0 4.1 6.3

失業率 ％ ― ― ― ― ― ― 最小

経常収支 億米ドル ▲ 39.3 13.5 ― ― ― 4.9

(ＧＤＰ比) ％ (▲ 1.3) ( 0.3) ― ( 0.1) ― （４社）

財政収支 億米ドル ▲ 210 ▲ 299 ▲ 299 ― ― ―

(GDP比､年度) ％ (▲ 5.7) (▲ 6.1) ― (▲ 9.5) (▲ 6.4)

政府債務残高 億米ドル 2618 2750 3164 ― ― ―

(GDP比､年度末) ％ ( 62.1) ( 64.9) ― ― ―
(出所) インド大蔵省"Economic Survey "(2003年２月)。
　　　ＡＤＢは"Economic Development Outlook"(2003年４月)、ＩＭＦは"World Economic Outlook"(2003年４月)による。

(注) 1．データはいずれも年度ベース。例えば2002年度については2002年４月～2003年３月。
　　  2．2002年度の実質GDP、財政収支、政府債務残高は実績見込み。

　インドの主要経済指標

 

 

＜2003年度の経済見通し＞ 

2003年度の経済は、ソフトウエア産業等サービス部門の引き続く好調と製造業部門の生産増

加、及び2002年度に天候不順により減少となった農業が回復すると予想されることから５～

６％の成長が見込まれる（民間機関４社の平均見通し5.6％（2003年４月時点））。民間機関の見

通しは、半年前（2002年10月時点5.6％）と同レベルである。 

下方リスクとしては、欧米諸国の景気回復の遅れによる輸出の伸び悩み（特にＩＴ関連ソフ

トウエア）や構造改革の遅れによる海外からの投資の停滞などが懸念される。 

 

＜財政金融政策の動向＞ 

財政政策をみると、2003年度予算は、歳入が前年度実績見込比12.2％増（当初予算比6.5％増）、

歳出が同8.6％増（当初予算比6.5％増）となった。この結果、財政赤字のＧＤＰ比（目標値）

は、5.6％に設定された（2002年度は目標値5.3％、実績見込み値5.9％）。予算の重点項目とし

ては、（ⅰ）貧困撲滅、（ⅱ）インフラ整備、（ⅲ）財政再建、（ⅳ）農業改革、（ⅴ）製造業強化

などとなっている。予算案に併せて発表された税制改正についてみると、関税、物品税の一部

が引き下げられることになったが、所得税の引き下げは見送られた。 

政府は、2002年10月、2002年度から2006年度にまたがる第10次５か年計画を閣議決定した。

主な計画目標は、（ⅰ）雇用創出、（ⅱ）貧困撲滅、（ⅲ）児童就学率の向上、（ⅳ）農村部での

飲料水の普及、（ⅴ）幼児死亡率の改善などである。主な数値目標をみると、ＧＤＰ成長率８％、

財政赤字ＧＤＰ比8.6％（中央政府5.2％、州政府3.4％）などとなっている。 

金融政策をみると、引き続き緩和策をとっている。中央銀行は2002年10月末に金融政策の中

間見直しを行い、一段の金利引下げを発表した。主な内容は、（ⅰ）公定歩合を0.25％引下げて

6.25％とする（10月30日実施）、（ⅱ）中央銀行と商業銀行の間のレポレートを0.25％引下げて

5.5％とする（10月30日実施）、（ⅲ）現金準備率を0.25％引下げて4.75％とする（11月16日実施）

などである。 
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